
書式第 12号 (法第 28条関係)

令和3年度 事 業 報 告 書

特 宇非営 利活動 法 人 無料相言炎室 MOTT

1 事業の成果

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【  0】 千円)

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)
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仮設住宅

5～ 8名
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［
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不動産、契約
債務問題等に
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談事業



書_`ヽ第 ||●サ {ょ第 28条 |,I係 )

令和3年度 活動計算書 (その他事業が生登場合 )
特定非営利活動菫人

,■

1・会長受取会費

贅1',会 員受取会☆

経 常 収 益

【8

経 常 ■ 月 計

0i当 期 経 常 増 滅 額 【A】 ― 【B】

益

収  益

【D

02当 期 経 常 外 増 二 額 【C】 ― 【D】

法人,.住 民,及びす来粧
前,切操趣正味財産額 ・ .

0

税 引 前 当 期 正 味 財 産 増 滅 螢

正

ヒ_主二_主里

受取寄附全

受取助咸全等

111_1‐

||′ |.● ―

その他の収益

1 常 番 用

綸科千当

`'「

1報酬

退職綸付費用

福利厚生費

1)人件費

会議費

旅費交通費

施設等評価費用

減価値却費

「1“ 1製本費

その他経費

`理 書

,量

“

給 |.“ t‖ |

綸11千 当

2)そ の他経費



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和3年度 貸借対照表
特定非営利活動法人 無料相談MOTT

(単位 :円 )

事 業 報 告 用

科 目 金  額 小計・合計

【A】 資 産 の 部

【A】 資 産 合 言十 0+②

【B-1】 負 債 の 部

負 債 合 計 ③+④
【B-2】 正 味 財 産 の

前期繰越正味財産額

当期正味財産増減額

味 財 産 合 計

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

現金預金

未収金

1 流動資産

(1)有形固定資産
車両運搬具

什器備品

(2)無 形固定資産
ソフ トウェア

(3)投資その他の資産
敷金

長期貸付金

長期借入金

退職給付引当金

・ ・・

“



式第 16号 法 28 係 )

令和3年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

ホ 4ヽイ 1ロ ロ人==

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準

(2010年 7月 20日
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

特定非営利活動法人

によっています。
2011年 11月 20日  一部改正 NPO法 人会計基準協議会)

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・退職給付引当金

引当金

(■ )施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理

2.事 業別損益の状況
円

科 日
事業 事業 事業 事業

事業部門計 管理部門 合計

I 経常収益
1.受取会費
2 受取寄附金
3 受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当
役員報酬
退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2,そ の他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
(単位 :円 )

内容 金額 算定方法

|    |    |
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４

． 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、 下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

|:|

内 容 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

合計

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計な

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計

5.固 定資産の増減内訳
(単位 :円 )

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法

千十日 当期借入 当期返済

合計

科 日

計算書類に

計上された

金額

内、役員と
の取引

内、近親者

及び文配法
人との取引

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

8

その他の事業に係る資産の状況
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薔,'第 17号 (法第 28条関係 )

令和3年度  財産目録

事 業 報 告 用

4キ定非営利活動法人  無料相談MOTT

(単位 :円 )

'(|、
●

理や預金
子i■
'

椰珈l資産

販売用専附物品

車両運妊具

事業用
=両

・ l ll'「 |

ソフトウェア

オ人レーンコンンステム

文書編集ソフ ト

it`｀

:A】 資 産 の 部

■●.●

mり ,
鴻(ス徴収税

1:|口 ||:人●

退職給仕引当全

畷員

【B-1

【8-1】 負 債 合 計 C+3

い -21正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】

有形固定資産

【A】 資 産 合 計 ●+●



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和 3年度年間役員名簿 (前●来年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 )

特定非営利活動法人  無料相談室MOTT

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

Z以 ドの役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ )

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該当者のみに記入)

l
・IⅢ「

タカハシヨウキ

高橋 弘毅

令和 2年 4月 1日

●和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

2 ,||:1,i

オノデラヒデキ

小野寺 英毅

令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31目

年 月

月

ll

ll年

1, 」||■ F

ホソイノブオ

細井 信男

令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31口

年

年

月

月

日

日

-1 ||=「

ミウラヤスシ

二浦 靖

令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年   月 曰

曰年   月

年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

日年

6

年

年

月

月

口

口

年

年

月

月

ll

ll

′

年   月    日

年   月    日

年

年

月

月

||

||

8 j ll」「・
|イ .1.:

年   月 口

口年   月

年   月 ||

||年   月

9

年   月 曰

口年   月

年 月

月

日

曰年

10

年  月  日

年   月   日

年

年

月

月

曰

曰
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書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

氏    名

1

高橋 弘毅

2

小野寺 英毅

3

細井 信男

吉松 こころ

5

小野寺 琢己

6

加藤 由美子

7

大村 千春

8

久松 加寿美

9

長島 健司

10

田中 歩

11

12

特定非営利活動法人____」目並肛毯重」m■__________
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